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1 はじめに

社団法人発明協会は、2012年４月１日、公益社団

法人発明協会と一般社団法人発明推進協会の二つの団体

として新たなスタートを切った。

これまで発明協会が行ってきた全国発明表彰等の発明

奨励事業や、全日本学生児童発明くふう展をはじめとす

る青少年創造性育成事業等については、「公益社団法人

発明協会」が事業を継承して実施することとなった。

また、知的財産権制度の普及啓発等に係る研修事業、

図書刊行事業、知財に関する調査研究事業ならびに国等

からの受託事業については、社団法人発明協会の移行法

人としての「一般社団法人発明推進協会」が実施するこ

ととなった。

先行して2011年４月には、各都道府県にあった発

明協会支部を分離し、それぞれ独立した「地域協会」と

して設立を行ったが（東京支部については、「東京事業部」

として本部と統合）、これら地域協会と新たな二つの協

会とが連携した「発明協会グループ」として、全国的な

ネットワークを活用した事業展開を行っている。

本稿では、一般社団法人発明推進協会が実施する事業

の中から、自主事業として実施している知財情報サービ

スについて紹介したい（なお、昨年の本誌にて既に紹介

したサービスについては割愛する）。

発明推進協会の知財情報
サービス

　一般社団法人発明推進協会　知的財産研究センター知的財産総合支援グループ参事　浜岸　広明

図１　発明協会グループ

1998年特許庁入庁。情報処理・電子商取引分野の審査官、調整課審査企画室、国際課長補佐等を経て、2011年７
月より現職。
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2 発明推進協会の知財情報

サービス

（１）公開技報
1976年にスタートした公開技報は、研究開発され

た発明のうち、必ずしも権利化する必要のないものにつ

いて、特許出願を行う代わりに、簡便で安価な掲載申込

にて迅速に公開することにより、他社の権利化阻止（後

願排除）を支援してきた。

2002年にはWEBサービスとして受け継ぎ、WEB

経由の掲載申込による即時公開、フルテキスト検索や

SDI 検索が可能になるなど、利便性を向上させてきた。

また、本サービスは、特許庁の審査官が先行技術調査を

行う際にも利用できるように整備されている。

近年では、これまで企業独自で発行してきた企業技報

を公開技報WEBサービスに切り替えることにより、出

版等のコスト削減につなげている例も見られる。

また、公開技報WEBサービスとともに、ホームペー

ジ情報や製品カタログ、マニュアル等を発明推進協会

HPに登録・公開することで、登録日、登録内容の認定

に加え、効果的な後願排除に寄与する「ホームページ登

録サービス」を提供しており、企業HP上の動画広告

などを含む多様なデータ登録に対応している。

図２　発明推進協会の主な知財情報サービス

図３　公開技報
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（２）知的財産権判決速報
裁判所の判決内容をスピーディに把握できるようにす

るため、我が国の知財関連の判決内容を抄録としてまと

めた「知的財産権判決速報」を1975年以来、毎月１

回発行している。

また、2002年に開始したWEBサービスでは、上

級審・下級審へのリンクや、サイテーション関係、SDI

サービスを提供しており、必要とする判決の調査や、判

決の傾向を調べることが可能である。

注目される判決については、月刊「発明」誌において「知

的財産権判例ニュース」として掲載するとともに、協会

HP上でも発信している。

図４　知的財産権判決速報

（３）特許公報類の販売
発明推進協会では長年にわたり、特許公報の販売を

行ってきたところである。

ネット環境の普及により、いつでも IPDLを通じて特

許情報を入手できる時代になったが、膨大な特許公報か

ら必要な情報を技術分野別に抽出して整理し、多忙な研

究開発者が容易に読めるようにすることは、大変労力の

かかる作業である。

発明推進協会では、特定の技術分野や出願人、代理人

を指定することにより、該当する公報を抽出し、紙媒体

あるいはDVD-ROMとして定期的に発行する分冊公報

提供サービスを提供している。

例えば、出願人を指定することにより、競合他社の特

許公報を容易に漏れなく収集することが可能となる。

図５　分冊公報提供サービス
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（４）書籍・雑誌刊行事業
発明推進協会では、内外国の知財制度や発明の創出・

権利化・活用など、知財に関する様々な側面における書

籍を刊行している。

また、日本のモノづくりと知財部を応援するために、

さまざまな企画による取材記事や判例ニュース等を掲載

した「発明」誌（1905年（明治 38年）創刊）を毎

月発行している。

図６　発明推進協会発行の書籍

図７　月刊「発明」誌

なお、ご紹介した各種サービスは、各地域協会におい

ても情報照会・申込みが可能である。

3 新たな知財情報サービス
に向けて

発明推進協会では、前項にて紹介した、長年にわたり

提供してきた知財情報サービスのみならず、今後、様々

な新しい知財情報サービスを企画し、提供していく予定

である。

その第１弾として、2012年９月に、知財情報に関

するポータルサイトとして「知財よろずや」を開設した。

ここでは上記発明推進協会の各種サービスの新着情報と

ともに、各種知財ニュースや諸外国知財情報を提供して

いる。今後も情報を拡充していく予定なので是非アクセ

スしていただきたい。

図８　知財よろずやホームページ
http://www.jiii.or.jp/chizaiyorozuya/

4 おわりに

発明推進協会は、1904年（明治37年）の創立以来、

培ってきた知的財産権に関する知識や経験の蓄積を活用

し、既存のサービスの継続のみならず、これからは時代

の流れに合った新たな知財情報サービスを提供し、我が

国の知財活動およびイノベーションの発展に引き続き貢

献していく所存である。


